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平成26年12月定例会(付託)
防災対策特別委員会資料(その１)

（危機管理部）

１２月５日からの大雪の被害と対応について

１ 被 害 状 況

○人的被害 死者３名 吉野川市：２名
つるぎ町：１名（大雪との関連を精査中）

○孤立化・停電

市町名 孤立集落（延べ） 停 電（最大）

三好市 ５４１世帯 １，０２１人 １，４２１戸

つるぎ町 ２９３世帯 ４６７人 １，９８５戸

東みよし町 ４２世帯 ６２人 ３３５戸

美馬市 ７９８戸

８７６世帯 １，５５０人 ４，５３９戸計
※ 10日13時20分 全て解消 ※ 12日12時6分 全て復旧

○農林業被害【12月17日時点被害状況】
農業用ビニールハウス等の倒壊 ７，９３３万円
農作物等被害（ひらたけ、きくらげ等） ２３４万円 計８，１６７万円

２ 主 な 経 緯

12月 5日 未明～ 国道１９２号線（三好市）で車両約６０台が立ち往生
(金）

13:00 徳島県災害対策連絡本部を設置

12月 6日 7:30 国道１９２号線通行止め解除
（土）

7:59 高越山（吉野川市）で行方不明者２名を発見（→その後、死亡を確認）

11:59 東みよし町長から自衛隊派遣の要求があり、知事が派遣を要請

12:53 つるぎ町長から自衛隊派遣の要求があり、知事が派遣を要請

16:00 陸上自衛隊第１４旅団が、つるぎ町、東みよし町に到着

18:48 三好市長から自衛隊派遣の要求があり、知事が派遣を要請

12月 7日 0:15 陸上自衛隊第１４旅団が、三好市に到着
（日）

9:30 知事が消防防災ヘリコプターにより上空から被害状況を確認

11:52 井川スキー場で従業員４名が孤立との通報（→消防防災ヘリで救助）

12月 8日 7:40 つるぎ町で心肺停止の女性を発見（→その後、死亡を確認）
（月）

12月 9日 7:15 安否未確認の最終１名（三好市）の生存を確認
（火）

13:00 山谷防災担当大臣を団長とする「政府調査団」が来県
知事・議長と意見交換、知事から復旧に係る要請、大臣・知事等による現地調査

15:00 三好市、つるぎ町、東みよし町に災害救助法を適用

12月10日 12:00頃 県道の道路啓開完了（緊急車両通行可能）
（水）

13:20 孤立が全て解消

17:30 今後の大雪に備え、緊急の「雪害対策」を公表、着手

12月11日 10:15 「農林業被害の復旧対策について」知事から皆川農林水産事務次官に要望
（木）

12月12日 12:00 県道の通行止め解除
（金）

17:00 陸上自衛隊第１４旅団の撤収が完了

12月15日 17:00 徳島県災害対策連絡本部を解散
（月）



- 2 -

３ 県における主な対応

・１２月５日１３時から災害対策連絡本部を設置し、１５日１７時まで２４時間体制で、
市町村をはじめ、自衛隊など防災関係機関、国の関係機関などとの総合調整を実施

・消防防災ヘリコプターによる行方不明者の捜索、孤立者の救助

・救助資機材、支援物資などの供給

（主なもの）発電機7台、ガソリン缶35缶、コードリール11台、灯油(18L)70缶
水(2L)120本、焼き鳥缶300個、アルファ化米2000食
バランス栄養食品480食、チェーンソー4台、凍結防止剤200袋

・医療救護・保健衛生チームの派遣

三好市、つるぎ町、東みよし町へ延べ５７名を派遣
（医師 ４名、保健師 ２５名、看護師 １１名、連絡調整員等 １７名）

・道路管理者情報連絡会議を開催するとともに道路啓開や凍結防止対策を実施、
農林業被害の調査・相談窓口の設置など

４ 今後の「雪害対策」の実施について

（１）集落の孤立化対策のための資機材の配備

雪による孤立者の救助や通信確保を図るため、県において必要な資機材を配備し、
県における救助活動や必要な地域への貸出しを実施

配備予定資機材

○孤立者救助用資機材 （チェーンソー、救助隊員使用器具など）

○孤立者用支援物資運搬用資材（背負子、スノーボートなど）

○除雪用資材 （小型除雪機、スノースコップなど）

○孤立者用燃料・暖房器具等 （携行缶、毛布など）

○孤立者通信確保用資機材 （小型ソーラー充電器など）

（２）「とくしま－０（ゼロ)作戦」緊急対策事業（拡充）

雪による孤立化やライフラインの途絶に備えるため、支援メニューを追加し、
必要な資機材の整備を行う市町村に対し支援

追加する支援メニュー

○除雪用の資機材（小型除雪機、スノーダンプ、救出用スノーボートなど）

○電源を要しない調理器具や暖房器具
（灯油やＬＰガスを使用する器具、カセットコンロなど）

○非常用発電機 （移動式発電機、小型ソーラー充電器など）

事業実施主体：市町村 補助率：１／２

（３）その他 平成２６年１２月１０日から開始

※１については、予備費を充用 １０，０００千円
※２については、既決予算で対応 ２０，０００千円


